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研究成果の概要（和文）：先行研究のレビューした後に、15 社におよぶインタビュー調査なら
びに国内企業約 6000社に対するアンケート調査を実施した。その結果、日本本社による海外子
会社に対する管理においては、①コントロール・パッケージの概念が適用できる。②当該企業
の海外子会社に対する戦略上の位置づけ、海外子会社管理の方針などがコントロール・パッケ
ージの選択に影響を与えている。③日本本社による海外子会社管理の方針のみならず、地域や
業種なども影響を与えている。 
 
研究成果の概要（英文）：In this research project, we conducted review previous articles, 
related our research, and we interviewed fifteen companies and surveyed about 6000 
Japanese companies, which have subsidiaries in overseas. We found the following facts 
and findings through this project. (1) They have some control systems for managing their 
subsidiaries in overseas. The concept of “control package” could be applied to this 
situation. (2) The policy and strategy of headquarters affect the selection of control 
package. (3) Location and industry category of subsidiaries also affect the management 
by their headquarters. 
 
研究分野： 管理会計、国際経営 
 
科研費の分科・細目：会計学・管理会計 
 
キーワード： 海外子会社、管理会計、コントロール・システム 
 
１． 研究開始当初の背景 
新興国の台頭などの国際化の進展に伴い、グ
ローバル経営の重要性はますます高まってい
る。このような状況を鑑み、最近、海外研究
者はグローバル企業における管理会計システ
ムの再検討をはじめている（Busco et 
al.[2008]、Dossi and Patelli [2010]、
Williams and Van Triest[2009]など）。一方、
国内の研究は、調査フィールドは限定的で、
テンション（複数要素間の引き合いで生じる
張りつめた関係）やコントロール・パッケー
ジ（複数のマネジメント・コントロールの同
時利用）といった以下で説明する近年の管理
会計研究の動向を必ずしも踏まえたものとな
っていない。現代のグローバル企業は、世界
基準によるスケールメリットの享受と柔軟な
現地ニーズへの対応が必要である。そこでは、

さまざまなテンションをマネジメントしなけ
ればならない（Busco et al.[2008]）。グロ
ーバル企業のテンションには、垂直／水平、
収斂／分化、分権化／集権化といった一見す
ると相反する要素が、綱引きのように引き合
う関係が観察されている。たとえば、本社と
海外子会社の間の製品振替（垂直）に加え、
子会社間でも振替（水平）が行われるなどの
相互依存関係がある。また、意思統一や知識
移転のために業務手続きをどこまで統合させ
るかといった収斂／分化の問題、グループ組
織としての統合と現場サイドの自律性といっ
た分権化／集権化の問題がある。加えて、国
際分業は、子会社だけでなく孫会社、提携先、
サプライヤー等を包含したネットワークを対
象に行われ、組織間にもテンションが存在す
る。これらのテンションをうまくマネジメン
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トすること、すなわちテンション・マネジメ
ントが、グローバル企業の戦略実現において
求められる。しかし、グローバル展開してい
る日本企業にとって、適切なテンション・マ
ネジメントの遂行は決して容易なことではな
い。現在、日本企業の多くは、本社によるコ
ントロールが十分に機能していない。たとえ
ば、海外子会社の細かい資金の流れ、経費の
計上、投資効果までは把握しておらず、成果
によるコントロールのタイトネス（厳しさ）
は比較的緩くなっている。この成果コントロ
ールを補うように、新興国子会社のトップに
日本人を派遣する人的コントロールが行われ
ている。それゆえ、子会社トップに現地人を
登用できず、現地従業員のモチベーションを
低下させている。日本人トップは短期間で代
わるため、現地人ミドルマネジャーとの情報
共有も進まないようである。このような状況
に加え、ＩＦＲＳ・包括利益方式が導入され
ると、海外子会社管理はさらに重要となる。 
グローバル企業のテンションの問題は、コン
トロール・システム単体（予算、業績評価な
ど特定のシステム）の改善では解決できず、
複数のコントロールの組み合わせである「パ
ッケージ」にて調節する必要がある。コント
ロール・パッケージの研究は、最近の国内外
の管理会計研究の一つの潮流となりつつある
が(Malmi and Brown [2008]など)、海外現地
マネジメントを対象にした当該パッケージ 
についての調査は進んでおらず、その実態の
解明は手つかずとなっている。パッケージの
設計・運用は、グローバル企業の現地マネジ
メントの要諦であり、その解明は理論面・実
務面の喫緊の課題である。本研究は、(1)グロ
ーバル企業のコントロール･パッケージの設
計・運用を捉え、(2) パッケージとテンショ
ンの両概念を中心に状況要因や組織成果に与
える影響などを理論的・実証的に解明するこ
とを目的とする。なお、研究代表者は、これ
までグローバル化について一貫して研究し、
在外日系企業の管理会計システムを調査して
きた（中川2004,2010b）。なかでも、新製品
開発や原価企画の海外移転の実態を解明する
などの成果を上げてきた。加えて、日本会計
研究学会特別委員会で、現代企業のコントロ
ール・パッケージの均衡状態などを調査・検
討する機会を得た（中川, 2010a）。本研究は、
これらの研究成果から得られた知見を結びつ
け、グローバル企業のテンション･マネジメン
トの解明という新たな経営現象を解明しよう
とするものである。加えて、製品開発や組織
間関係の議論を行ってきた研究分担者の成果
も引き継ぎ、本計画の着想に繋がっている。 
２．研究の目的 
 本研究の全体構想は、グローバル企業の管
理会計システムの実態を捉え、複数のマネジ
メント・コントロールの同時利用（コントロ

ール・パッケージ）と、そこに存在するテン
ション（複数要素間の引き合いで生じる張り
つめた関係）に対するマネジメントとの関係
の解明にある。新興国の台頭などは、グロー
バル企業の戦略や組織構造に影響を与え、マ
ネジメント・コントロールの必要性を高めて
いる。なかでも、コントロール・パッケージ
の設計・運用は、海外子会社など現地マネジ
メントの要諦であり、その解明は理論面・実
務面の危急の課題である。そこで本研究は、
(1)グローバル企業のコントロール･パッケー
ジの設計・運用を捉え、(2)パッケージとテン
ションの両概念を中心に状況要因や組織成果
に与える影響などを理論的・実証的に解明す
ることを目的とする 
 
３．研究の方法 
本研究は、(1)海外現地マネジメントの管理会
計システムの実態把握、(2)状況要因の実態把
握、(3)具体的なコントロール・パッケージの
抽出、(4)コントロール・パッケージとテンシ
ョンの分析の４つの課題を掲げている。適宜、
研究発表・論文公表し、次のように計画を進
める。平成23年度は、予備的な聞き取り調査
から開始した。欧米・新興国ともに進出して
いる日系製造企業と、日本・新興国に進出し
ている欧米製造企業を対象として予定する。
その結果をもとに、概念の操作化を行い、郵
送質問票調査のための質問項目の開発を行う。
平成24 年度には、上記の郵送質問票調査の実
施し、上記の(1)(2)を中心に実態を把握する。
続いて、(3)(4)の解明のために本格的なケー
ス研究を実施した。平成25年度は、ケース研
究を補足するために(1)～(4)に関連する内容
に関して、さらに、継続してインタビュー調
査を実施した。 
 
４．研究成果 
まず、海外進出する日本企業に対するケー

スの調査から得られた定性的な証拠をもと
に，海外子会社管理におけるテンションとコ
ントロール・パッケージについて探索的に考
察してきた。そこでは、次の 3 つの点が明ら
かになった。 

まず，テンションに関わる対立的な要素が
ケースごとに異なっていたことである。対立
的な要素の違いは，各社の海外進出の経緯や
海外子会社管理に関わる方針などと関わっ
ていた。しかし，対立的な要素が違ったとし
ても，テンションそのものはグローバル経営
において戦略的に重要な課題であることが
確認できた。 

次に，グローバル経営にみられる 3 つのコ
ントロールが提示できた。各社それぞれの文
脈にて具体的な管理実務が観察されたが，こ
れらは結果，プロセス，文化という 3 つのコ
ントロールとして識別できるものであった 。



 

 

本研究の分類は，先行研究での特定の分類に
のみ依拠したものではない。テンション全体
に関わるインプットとアウトプットを中心
とした結果コントロールと，戦略的なアジェ
ンダに焦点を絞ったプロセス・コントロール
を識別したことは，テンションの実現の解明
に役立つであろう。また，テンションと関わ
りのある文化コントロールが数社のケース
を通じて観察された。 

最後に，識別された 3つのコントロールは，
パッケージとしてテンションと関係してい
た。ケースからは，グローバル経営にみられ
る対立的要素は，いずれか 1 つのコントロー
ルだけでなく，3 つのコントロールから影響
を受けていた。つまり，コントロール・パッ
ケージによって，テンションは達成されてい
ると理解された。 

本研究に残された課題は，以下の通りであ
る。まず，調査対象の拡大である。本調査で
は，グループ企業の本社の海外子会社の経営
管理に携わる部署の担当者に聞き取りを実
施している。同じ管理上の公式的な取り組み
であっても，子会社の立場からは異なって解
釈される可能性がある。今後，海外子会社の
視点からの経験的証拠をもとに，テンション
とコントロール・パッケージとの関係につい
ての理解を深める必要がある。また，テンシ
ョンやそれに関連性をもつコントロールの
具体的内容は，企業規模，海外事業戦略，海
外進出時期，進出地域などの多くの要因によ
って変化する可能性がある。本研究では，ま
ず何よりもテンションとコントロールとの
現状の関係についての分析・記述に重点を置
いたために，これらの影響要因に関する検討
や時系列的な変化過程の解明が十分に行え
ていない。 

同様に，コントロール・パッケージの各社
間の違いについても分析できていない。この
相違点は，コントロール・パッケージの構成
要素である 3つのコントロール間の関係性や
各コントロールの強弱に見いだせると考え
られる。しかしながら，これらの相対的比較
には，理論的・実証的な判断根拠を明確にす
る必要がある。これらの未解決・未開拓の課
題についての研究蓄積は，テンションのマネ
ジメントに関する知見をさらに深めること
になるであろう。 
また、アンケートデータを用いた実証研究

においては，海外子会社に対して本社が行使
する MC の概念モデルを提示し，海外進出し
ている日本企業より収集したデータを用い
てその妥当性を実証的に検証した。分析の結
果，海外子会社管理という文脈において，理
念コントロールと会計コントロールがセッ
トとして行使されるモデルが妥当であるこ
とが明らかになった。この結果は，理念コン
トロールと会計コントロールを二者択一的

にではなく，1 つの組み合わせとして捉える
分析視点が望ましいことを示唆している。 

さらに，当該モデルは，北米，東アジア，
東南アジアという海外子会社の進出地域に
関係なく，海外子会社管理を分析するモデル
として有効であることも実証された。これは，
進出地域が異なったとしても，同一の因子
（コントロール概念）を想定することができ
ることを意味している。先行研究では，こう
した側面での検証が十分に行われてこなか
ったので，MC 概念の因子不変性が検証でき
たことは本研究の大きな貢献であると考え
られる。本モデルに依拠すれば，各コントロ
ールの強弱や成果との構造的関係性などの
地域間での差の検証といった課題に関して，
頑健な研究蓄積が期待できる。なお，実証研
究において提示されたモデルは，本社と海外
子会社 1社というダイアディックな関係を想
定したものであるが，複数の海外子会社を対
象とした全社的管理やグループ内外との関
係も含めたネットワーク関係といった文脈
にも適用可能であると考えられる。たとえば，
海外子会社の役割期待や現地環境などの違
い，あるいは海外子会社間などの水平的な関
係性の深化が，本研究で提示した概念モデル
にどのような変化・影響をもたらすのかとい
った検討が可能になるだろう。 
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